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１．経営⽅針 ⼭⼝県信⽤保証協会 
 

（１）業務環境 

 １）山口県の景気動向 

   日本銀行下関支店発表の「山口県金融経済情勢」によれば、県内景気は緩やかに回復しているとされています。 

 需要項目別では、個人消費は着実に持ち直し、輸出は前年を上回り、公共投資は横ばい圏内で推移、設備投資は緩やかに増加、住

宅投資は下げ止まっているとされています。また、企業倒産はやや増加しているとされています。金融面をみると、預金・貸出はとも

に前年を上回って推移しており、貸出金利は前月を上回って推移しています。 

 

 ２）中小企業者を取り巻く環境 

   山口県実施の「県内中小企業景況調査」によれば、景況感を表す業況判断 DI や資金繰りを表す DI は、依然として指標はマイナス

圏内にありますが、マイナス幅は縮小傾向にあります。 

 原材料価格の高騰や人手不足等の影響により、依然として中小企業者を取り巻く環境は厳しい状況にあるものと考えられ、事業継

続が困難となり、倒産・休廃業に至る企業の増加も懸念されます。 

 

（２）業務運営方針 

   このような業務環境の下、当協会は、引き続き「金融支援と経営支援の一体的取組」を柱に据え、県内中小企業者の「頼りがいのあ

るパートナー」として、関係機関との連携を一層深め、この関係性を活かしたハブ機能を発揮することで、地域経済の活性化に一層

の役割を果たしていきます。 

   また、この実現に向けて、引き続き支店統合を含む組織改編や人材の有効活用、「信用保証協会電子受付システム」や「電子保証書

交付サービス」、保管文書の電子化等による業務のデジタル化の推進等に取り組み、組織力向上に向けた業務運営・組織体制の合理化

を進め、持続可能な信用保証制度の安定化を図ります。 

   本年度は中期事業計画（令和 6 年度～令和 8 年度）の２年度目として、次に掲げる事項について重点的に取り組むこととします。 
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２．重点課題 ⼭⼝県信⽤保証協会 

【保証部⾨】 
（１） 現状認識 

   新型コロナウイルス感染症の影響はやわらいだものの、原材料・エネルギー価格等の高騰、後継者・人手不足等により、中小企業

者は依然として厳しい経営環境にあり、当協会においては条件変更による返済緩和の件数、金額が増加しています。一方で、設備資

金は件数、金額ともに増加しており、中小企業者の二極化が進んでいる状態です。 

 この状況に対し、資金繰りが厳しい中小企業者や経営課題を抱えている中小企業者、積極的に事業活動を行う中小企業者への資金

ニーズに沿った支援が必要です。 

 また、令和 6 年より「金利ある世界」となり、今後の金利動向が中小企業者に与える影響に注視が必要です。 

  

（２）具体的な課題 

 １）多様な資金ニーズへの対応 

 ２）中小企業者を取り巻く環境変化への対応 

 ３）利便性向上への取組 

 

（３）課題解決のための方策 

 １）多様な資金ニーズへの対応 

   国や地方公共団体、当協会独自の各種保証制度を活用し、ライフステージに応じた多様な資金ニーズに対して、中小企業者の経営

状況や金融機関の支援方針を的確に把握した上で、最適な信用保証を提供します。 

 創業期については、「スタートアップ創出促進保証」や地方公共団体の創業保証制度等を活用して、創業に必要な支援を行います。 

 成長発展期については、金融機関の支援状況等を考慮しつつ、国や地方公共団体の保証制度や当協会独自の「クォリファイド保証」

等を通じ、積極的な支援を行います。 

 資金繰りに不安を抱えている中小企業者には、当協会独自の「未来維新保証」等の借換保証を主体とした返済負担の軽減につなが

る継続的な資金繰り支援を行うなど適切な対応に努めます。 

 事業再生に取り組む中小企業者には、令和７年３月に改正された「経営改善サポート保証」等の利用を通じて事業再生を後押しし

ます。また、事業承継の段階において資金が必要な中小企業者には、経営者保証を不要とする「事業承継特別保証」等の活用を通じ

て事業承継の促進を図ります。 
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 中小企業者の経営の安定や事業の発展等多岐にわたる経営課題解決への取組を後押しすべく、新たに創設された、金融機関のプロ

パー融資と保証付融資を組み合わせる「協調支援型特別保証制度」を活用し、資金調達の円滑化と金融仲介機能の一層の強化を図り

ます。 

 さらに、大規模な自然災害のみならず、全国的な経済危機等が突発的に発生した場合は、各種支援施策に適宜対応の上、セーフテ

ィネット保証等を活用し、迅速かつ丁寧な支援に努めます。 

 

 

 ２）中小企業者を取り巻く環境変化への対応 

   金融機関とは、日常業務での対話に加え、定期的な意見交換や勉強会、研修会等を通じて連携を一層強化し、中小企業者支援にお

ける協力関係を築き、相互に適切なリスク分担を図りながら、中小企業者の成長や発展、経営課題解決に向けた取組を支援します。 

 中小企業者の積極的な事業展開等を推進するため、「事業者選択型経営者保証非提供制度」や「プロパー融資借換特別保証制度」を

活用し、「経営者保証改革プログラム」の趣旨を踏まえた経営者保証を徴求しない信用保証の取扱いを推進するなど、経営者保証に依

存しない融資慣行の確立に努めます。 

 また、商工団体や士業団体等の関係支援機関との連携を強化し、やまぐちサポート会議等を通じて中小企業者の状況や課題に応じ

た各種保証制度や支援施策を組み合わせ、金融面と経営面を一体として支援します。 

 加えて、金融機関や商工団体の若手職員等に向けた勉強会の実施を通じ、各種保証制度や協会業務の周知を図るとともに、関係機

関との情報共有を図るなど、中小企業者の課題解決に向けた取組に努めます。 

 

 ３）利便性向上への取組 

   国や地方公共団体の支援施策については、中小企業者への支援が広く行き渡るよう関係機関との連携や信用保証協会からの積極的

な情報発信を行い、各支援施策の周知・共有に努めます。 

 申込手続きの迅速化を目的とする「信用保証協会電子受付システム」や保証事務手続きの利便性向上に寄与する「電子保証書交付

サービス」については、円滑かつ安定した運用を確保するために運用を開始している金融機関との情報共有や内部体制の整備を行う

とともに、引き続き導入に向けた働きかけを行うことにします。
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【期中管理・経営⽀援部⾨】 
（１） 現状認識 

   県内経済は緩やかに回復しつつある一方で、原材料・エネルギー価格等の高騰、後継者・人手不足等、中小企業者を取り巻く経営

環境は厳しい状況が続いています。こうした中、中小企業者との「対話と傾聴」を心掛け経営課題の把握に努めるとともに、経営課題

解決に向けた支援をより一層強化していくため、金融機関や関係支援機関等との「連携の深化」が必要です。 

 また、中小企業者の経営改善や事業再生等の課題解決に向け、金融支援と経営支援を一体として取り組むためには、「地域の経営・

金融一体型支援ネットワーク」の基盤整備等を進めていくことが重要です。 

 

（２）具体的な課題 

 １）創業支援 

 ２）経営改善支援 

 ３）事業承継支援 

 ４）期中管理 

 ５）事業再生支援 

 ６）経営支援の定量的な効果検証の指標及び目標値 

 

（３）課題解決のための方策 

 １）創業支援 

   金融機関や商工団体、地方公共団体等と連携した創業セミナーの共催や参加をする中で、創業計画に対する助言や指導を行うこと

により創業を支援します。また、専門家派遣事業を活用した創業計画書の策定支援やフォローアップ支援のほか、企業訪問による創

業先のモニタリングを実施するとともに、創業に係る保証制度を活用した創業資金の支援に努めます。 

 さらに、令和 6 年 1 月に締結した周南公立大学との連携協定に基づき創業等を通じて地域で活躍する人材の育成に寄与するなど学

術研究機関等との連携に取り組みます。 

 

 ２）経営改善支援 

   中小企業者の経営の改善発達を促進するため、「山口県中小企業支援ネットワーク（やまぐちネットワーク会議、やまぐちサポート

会議）」の有効活用に加え、令和６年度から当協会が事務局として実施している「地域の経営・金融一体型支援ネットワーク」の基盤

整備を計画的に進め、令和７年度は実施圏域を３圏域拡大し、5 圏域で実施します。 
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 企業訪問に際しては「対話と傾聴」を心掛け、気軽にかつ率直に経営課題を相談してもらえる関係性の構築を図り、中小企業者の

抱える経営課題の把握に努めるとともに、金融機関や関係支援機関と連携しながら、経営支援強化促進事業や早期経営改善計画策定

支援事業、経営改善計画策定支援事業等の施策を案内するとともに、令和７年３月に改正された経営改善サポート保証の活用を促進

するなどして、効果的な支援に努めます。 

 また、山口県よろず支援拠点へのつなぎ等に努めるとともに、山口県中小企業活性化協議会への事前相談制度を積極的に活用しま

す。 

 

 ３）事業承継支援 

   企業訪問等を通して、事業承継に関する経営課題を把握し、事業承継の重要性を周知するとともに、山口県事業承継・引継ぎ支援

センターへのつなぎ等に努めます。また、事業承継の促進を目的とした各種保証制度等を活用することにより、事業承継を後押しし

ます。 

 

 ４）期中管理 

   延滞や事故等の期中管理の局面においては、早期延滞管理一覧表やリスク管理口一覧表を活用し、速やかな状況把握に努めるとと

もに、経営改善の可能性について検討します。また、同一覧表を活用し、適切な期中管理や代位弁済に努めます。 

 

 ５）事業再生支援 

   山口県中小企業活性化協議会等と連携しながら、個々の中小企業者の状況を勘案し、事業再生ファンドへの不等価譲渡や債権放棄、

求償権消滅保証等の手法を活用して、事業再生の支援に積極的に取り組みます。また、これらの事業再生支援を通じ、地域の産業や

雇用の維持等、地方創生に貢献します。 

 

 ６）経営支援の定量的な効果検証の指標及び目標値 

   経営支援強化促進事業により支援した中小企業者に対して、効果検証を行います。 

 具体的には、やまぐち中小企業・小規模事業者経営支援強化事業において、経営診断、事業承継診断、経営改善計画策定支援、生

産性向上計画策定支援の受診企業の手ごたえや満足度等を踏まえたヒアリング結果と、受診して３年後のＣＲＤ財務点数、ローカル

ベンチマーク等の財務指標の合計 13 項目を活用し把握を行います。これらをチェック項目とし、一定の効果があったと認められる

受診企業が全体の６割を超えることを目標とします。 

 また、同強化事業の受診企業と同等の属性を持つ未受診企業を抽出し、受診企業と未受診企業のＣＲＤ財務点数の推移（改善幅）

を比較することにより相対的な効果検証を行い、受診企業が未受診企業よりも改善幅が上回ることを目標とします。 
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 令和７年度においては、令和３年度に受診した企業を対象に、受診後 3 期分の決算書類を徴求の上、分析を行い、定量的な効果検

証を行います。
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【回収部⾨】 
（１）現状認識 

   県内経済は緩やかに回復しつつある一方で、原材料・エネルギー価格等の高騰、後継者・人手不足、金利の上昇等、中小企業者を

取り巻く経営環境は厳しい状況が続いており、当協会における返済緩和の動向を考慮すれば代位弁済の増加が懸念されます。一方、

回収財源については、有担保求償権の減少や第三者保証人の原則非徴求等により減少傾向にあります。 

 そうした中、回収の最大化を図るべく、初動対応の徹底による早期の実態把握と適時適切な回収方針の策定に努め、実効性のある

回収手法の検討・選択が重要です。 

 

（２）具体的な課題 

 １）早期対応による回収の最大化 

 ２）適切かつ効率的な求償権解決の推進 

 

（３）課題解決のための方策 

 １）早期対応による回収の最大化 

   初動対応の徹底により回収見込を早期に見極め、期中管理段階で把握した関係者の資産状況等を基に代位弁済前から回収方針を検

討することで、代位弁済後に回収時期を逸しないよう努めます。また、法的請求が必要と判断される案件については、顧問弁護士と

協議を行い、より効果的な回収手法を選択することで回収の最大化を図ります。 

 

 ２）適切かつ効率的な求償権解決の推進 

   現状の資力では完済見込がない連帯保証人に対しては、「回収部門における基本ポリシー」に基づき、「一部弁済による連帯保証債

務免除ガイドライン」に沿った債務免除を活用するなど、効率性を重視した管理・回収を図ります。 

   また、中小企業者支援の観点から、「経営者保証に関するガイドライン」に基づく債務整理の申し出についても、その趣旨を踏まえ、 

当事者の実情や回収見込等も検討した上で、適切な対応に努めます。 

   管理が長期化している求償権顧客については、将来的な回収見込も見極めた上で、回収方針を見直すなどし、求償権の解決に努め

ます。 

   事業再生が見込まれる求償権顧客については、求償権消滅保証や求償権放棄、不等価譲渡等の再生支援申出には、経済合理性も勘

案の上、関係機関との適切な連携に努めます。 
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【その他間接部⾨】 
（１） 現状認識 

   中小企業者に対して、金融・経営面の一体的な支援を提供し、地域社会に貢献していくため、継続的に組織体制・業務運営体制の

整備、人材育成の強化と活躍促進、協会の業務や取組等情報発信の強化、コンプライアンス態勢、危機管理体制の維持・強化に取り

組み、組織力を高めていくことが重要です。 

 

（２）具体的な課題 

 １）組織体制の整備 

 ２）業務運営の整備・強化 

 ３）人材育成の強化と活躍促進 

 ４）情報発信の強化 

 ５）地方創生への貢献 

 ６）コンプライアンス態勢の維持・強化 

 ７）危機管理体制の維持・強化 

 

（３）課題解決のための方策 

 １）組織体制の整備 

   今年度に計画している支店の統合を着実に進め、統合の効果が金融支援や経営支援に発揮できるよう体制の整備を図ります。 

また、中小企業者や金融機関の利便性向上に向け、業務の効率化や電子化の推進に向けた組織体制の検討を行います。 

 

 ２）業務運営の整備・強化 

   中小企業者への迅速かつ安定した資金供給を維持するため、業務の効率化や電子化を推進し、申込手続きの迅速化を目的とする「信

用保証協会電子受付システム」や保証事務手続きの利便性向上に寄与する「電子保証書交付サービス」の導入を引き続き金融機関に

呼びかけるとともに、保管文書の電子化等により業務運営の整備・強化に取り組みます。 
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 ３）人材育成の強化と活躍促進 

   階層別研修に加え、知識・知見を拡げる研修や通信教育、事例活用や制度改正等にタイムリーに対応した内部研修、企業訪問への

帯同等による OJT 等を通じた実践的な研修を行うとともに、中小企業診断士・信用調査検定等の資格取得を奨励し、中小企業者への

金融・経営面の一体的な支援を実現するための人材育成と活躍促進に努めます。 

 

 ４）情報発信の強化 

   保証制度や経営支援メニュー、経営支援事例の紹介等の情報をタイムリーに中小企業者や関係機関等に周知するため、ホームペー

ジや広告掲載等各種媒体の活用、金融機関をはじめとする関係機関との勉強会、協議会、各種セミナーへの参加等を通じて情報発信

の強化に努めるなど、協会の認知度の向上に取り組みます。 

 

 ５）地方創生への貢献 

   地域経済の活性化を通じて持続可能な地域社会を実現するため、創業意欲の醸成につながる「スタートアップ創出促進保証」や事業

承継・事業再生の円滑化につながる「事業承継特別保証」、抜本的再生手法の活用等、各種制度や施策を推し進めていきます。 

 また、セミナー、相談会の共催や「地域の経営・金融一体型支援ネットワーク」の基盤整備等を通じて信用保証協会がハブ機能を発

揮し、関係機関との連携を強化することにより、県内の地域経済の底上げに貢献します。 

 さらに、周南公立大学との連携協定に基づき創業等を通じて地域で活躍する人材の育成に寄与するなど学術研究機関等との連携に取

り組みます。 
 

 ６）コンプライアンス態勢の維持・強化 

   業務を適正に遂行し、リスクの発生を抑制するため、コンプライアンス・プログラムに基づき、各種研修や啓発活動、チェックシー

トを活用した法令遵守状況の確認等を通じて、組織的なコンプライアンス態勢の維持・強化に努めます。 

 また、反社会的勢力等に対しては、全国暴力追放運動推進センターのデータを反映した全国信用保証協会連合会からのデータや新

聞等での情報を活用し、警察、暴力追放運動推進センターと緊密に連携を図りながら、不正利用の防止・排除に向けた取組を徹底し

ます。 

 さらに、計画的な考査の実施や、監事監査・考査での指摘事項に的確に対応することでガバナンスの強化を図ります。 

 

 ７）危機管理体制の維持・強化 

   自然災害など緊急事態が発生した場合における業務の継続性を確保するため、事業継続計画（BCP）について、随時確認・見直し

を行うとともに、有事の際にも業務を安定的に継続できるよう、研修・訓練等を通じて危機管理体制の維持・強化に取り組みます。 
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３．事業計画 ⼭⼝県信⽤保証協会 
  

積算の根拠（考え方） 

・保証承諾 

  長引く原材料価格の高騰や人手不足等の影響による資金需要や新たな設備投資等の前向

きな要因も一部で見受けられるものの、伴走支援型特別保証の取扱い終了による借換需要

の減少等により低調に推移することが想定されることから、令和 6 年度実績見込みを下回

る 700 億円と見込んだ。 

 

・保証債務残高 

  保証承諾自体の減少が続いている実情を踏まえると、引き続き減少することが想定され

ることから、令和 6 年度実績見込みを下回る 2,665 億円と見込んだ。 

 

・代位弁済  

  返済緩和を行う中小企業者が増加傾向にあることや、原材料価格の高騰、人手不足等の

影響により事業継続が困難となり倒産・休廃業に至る中小企業者の増加等が懸念されるこ

とから、令和 6 年度実績見込を上回る 50 億円と見込んだ。 

 

・実際回収 

  担保・保証人に依存しない保証が浸透し、回収を取り巻く環境は依然として厳しい状況

にあることから、令和 6 年度実績見込みを下回る 6 億円と見込んだ。 

  

・求償権残高(＊) 

  代位弁済の増加や回収見込等を勘案し、求償権残高は令和 6 年度実績見込を上回ると

見込んだ。(＊)代位弁済した額から回収、受領済の信用保険金や損失補償補塡金の償却及び自己償却後の残高。 

（単位：百万円、％）

金　　　額
対前年度
計画比

対前年度
実績見込比

70,000 100.0 83.3

266,500 98.7 93.2

271,500 97.6 93.6

5,000 90.9 136.7

600 100.0 72.3

1,800 105.9 120.2求 償 権 残 高

代 位 弁 済

実 際 回 収

保 証 承 諾

保 証 債 務 残 高

保証 債務 平均 残高
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４．収⽀計画 ⼭⼝県信⽤保証協会 
 

 

  

積算の根拠（考え方） 

・「保証料」は、令和 7 年度における保証承諾額及び保証債務残高を基に、各種構成割合

及び平均保証料率等を考慮し算出した。 

・「運用資産収入」は、自己資金の見込平残に対し、現行の金利水準等を基に算出した。 

・「責任共有負担金」は、責任共有制度対象分の残高推移と確定済の代位弁済実績率を基

に積算した。 

・「業務費」は、これまでの実績及び令和 7 年度の事業計画の内容を踏まえて算出した。 

・「借入金利息」は、現在借入金はなくゼロとした。 

・「信用保険料」は、令和 7 年度における保証承諾額及び保証債務残高を基に、各種構成

割合や平均塡補率、平均保険料率等を考慮し算出した。 

・「責任共有負担金納付金」は、上記算出の「責任共有負担金」に平均塡補率を乗じた額

から、責任共有制度対象分に係る令和 6 年度における保険料納付見込額を差し引いて算

出した。 

・「償却求償権回収金」は、過去の回収における償却求償権の割合及び帳簿上回収率の計

画値を参考として算出した。 

・「求償権補塡金戻入」は、代位弁済の計画数値に保険金塡補率の平均値を乗じて算出し、

これに損失補償補塡金の入金見込額等を加味して算出した。 

・「求償権償却」は、求償権補塡金戻入見込額に帳簿上求償権に係る自己償却見込額を加

算して算出した。 

・「責任準備金繰入」は、計画における期末保証債務残高に期日経過債務残高、事故報告

受付残高等を加味して算出した。 

・「求償権償却準備金繰入」は、代位弁済年度別回収、求償権償却（自己償却含む）及び

2 月分の代位弁済に係る保険金入金予定額等を加味して算出した。 

（単位：百万円、％）

金　　額
対前年度

計画比

対前年度

実績見込比

保証債務

平残比

3,341 102.4         99.4           1.23           

2,520 97.0           97.7           0.93           

299 113.7         104.9         0.11           

303 143.6 122.2 0.11           

219 114.7         88.0           0.08           

2,768 106.4         106.6         1.02           

1,494 116.1         117.5         0.55

0 － － －

1,264 96.9           95.8           0.47

0 － － －

10 100.0         200.0         0.00

574 86.7           74.9           0.21

6,708 91.5           126.4         2.47

42 85.7           76.4           0.02

1,883 96.2           94.0           0.69

382 99.0           106.4         0.14

4,399 90.1           155.2         1.62

2 3.8             3.7 0.00

6,839 90.7           126.0         2.52

4,602 88.6           148.2         1.70

1,742 97.9           92.5           0.64

445 84.4           116.5         0.16

50 125.0         90.9           0.02

-131 62.4           109.2         -0.05

0 － － －

0 － － －

443 98.0 68.7 0.16

221 97.8 68.6 0.08

222 98.2 68.7 0.08

0 － － －

0 － － －

そ　の　他

経常支出

業　務　費

経常収入

保　証　料

運用資産収入

責任共有負担金

借入金利息

信用保険料

雑　支　出

経常収支差額

責任共有負担金納付金

経常外収入

そ　の　他

経常外収支差額

償却求償権回収金

責任準備金戻入

求償権償却準備金戻入

そ　の　他

求償権補塡金戻入

経常外支出

基 金 準 備 金 繰 入 額

基 金 準 備 金 取 崩 額

基 金 取 崩 額

当　期　収　支　差　額

収 支 差 額 変 動 準 備 金 繰 入 額

求償権償却

制度改革促進基金取崩額

収支差額変動準備金取崩額

責任準備金繰入

求償権償却準備金繰入
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５．財務計画 ⼭⼝県信⽤保証協会 
  

積算の根拠（考え方） 

・「出えん金」は、入金の予定はなくゼロとした。 

・「金融機関等負担金」は、原則として要請を行わな

いことよりゼロとした。 

・「基金準備金繰入」及び「収支差額変動準備金繰入」

は、見込まれる当期収支差額の 2 分の１相当額を

それぞれに振り分けた。 

・「地方公共団体からの財政援助」は、近年の実績に

事業計画数値を加味して積算した。 

（単位：百万円、％） （単位：百万円、％）

金額
対前年度

計画比

対前年度

実績見込比
金額

対前年度

計画比

対前年度

実績見込比

0 － － 0 － －

0 － － 0 － －

0 － － 531 104.1 144.9

0 － － 90 100.0 121.6

0 － － 158 115.3 91.9

222 98.2 68.7 283 100.0 234.7

0 － － 0 － －

7,101 100.0 100.0 0 － －

16,341 102.0 101.4

23,442 101.4 101.0

0 － －

0 － －

221 97.8 68.6

0 － －

10,583 103.2 102.1

事務補助金
(保証料補給分を除く)

合　　　計

年

度

中

出

え

ん

金

・

基 金 準 備 金 取 崩

基 金 準 備 金 繰 入

金

融

機

関

等

負

担

金

基 金 取 崩

基金補助金

国からの財政援助

地方公共団体からの財政援助

借入金運用益

県

市　町　村

金融機関等

基　　　金

保証料補給
(「保証料」計上分)

損失補償補塡金

保証料補給
(「事務補助金」計上分)

基金準備金

期

末

基

本

財

産 合　　　計

収 支 差 額 変 動 準 備 金 期 末 残高

収 支 差 額 変 動 準 備 金 繰 入

収 支 差 額 変 動 準 備 金 取 崩

制 度 改 革 促 進 基 金 取 崩

制 度 改 革 促 進 基 金 期 末 残 高
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６．経営諸⽐率 ⼭⼝県信⽤保証協会 
 （単位：％）

項　　　　目 算　　　　　　式 比　　率
対前年度

計画比増減

対前年度

実績見込比増減

保 証 平 均 料 率 保証料収入／保証債務平均残高 0.93 0.00 0.04

運用資産収入の保 証債務平残に対する割合 運用資産収入／保証債務平均残高 0.11 0.02 0.01

経 費 率 経費【業務費＋雑支出】／保証債務平均残高 0.55 0.08 0.11

（ 人 件 費 率 ） 人件費／保証債務平均残高 0.31 0.03 0.04

（ 物 件 費 率 ） 物件費【経費－人件費】／保証債務平均残高 0.24 0.06 0.07

信 用 保 険 料の 保証 債 務 平残 に対 する 割合 信用保険料／保証債務平均残高 0.47 0.00 0.01

支 払 準 備 資 産 保 有 率 （流動資産－借入金）／保証債務残高 15.01 0.01 -0.02

固 定 比 率 （事業用不動産＋建設仮勘定）／基本財産 1.86 -0.09 -0.09

基 金 の 基 本 財 産 に 占 め る 割 合 基金／基本財産 30.30 -0.42 -0.28

5.78 0.70 0.98

1,800

基 本 財 産 実 際 倍 率 保証債務残高／基本財産 11.37 倍

代 位 弁 済 率 代位弁済額（元利計）／保証債務平均残高 1.84 -0.14 0.58

回 収 率 回収（元本）／（期首求償権＋期中代位弁済(元利計)） 1.92 -0.46 -1.46

（注）　１．基本財産とは、決算処理後のものとする。

　　　　２．基本財産固定率欄の下段には、計算根拠となる各年度末ごとの求償権残高の実数（単位：百万円）を記入する。

（求償権残高－求償権償却準備金）／基本財産求 償 権 に よ る 基 本 財 産 固 定 率


